
議案第25号

　令和７年度安曇野市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ50,250,000千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

（債務負担行為）
第２条　地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることが
　できる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

（地方債）
第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債
　の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　
　地方債」による。

（一時借入金）
第４条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの
　最高額は、4,000,000千円と定める。

（歳出予算の流用）
第５条　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の
　経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を
　　生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

令和７年度　安曇野市一般会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 市税 12,223,373

1 市民税 5,569,500

2 固定資産税 5,628,923

3 軽自動車税 405,100

4 市たばこ税 565,000

5 入湯税 54,850

2 地方譲与税 539,189

1 地方揮発油譲与税 117,000

2 自動車重量譲与税 391,000

3 森林環境譲与税 31,189

3 利子割交付金 6,000

1 利子割交付金 6,000

4 配当割交付金 59,000

1 配当割交付金 59,000

5 株式等譲渡所得割交付金 104,000

1 株式等譲渡所得割交付金 104,000

6 法人事業税交付金 217,000

1 法人事業税交付金 217,000

7 地方消費税交付金 2,440,000

1 地方消費税交付金 2,440,000

8 ゴルフ場利用税交付金 34,000

1 ゴルフ場利用税交付金 34,000

9 環境性能割交付金 64,000

1 環境性能割交付金 64,000

10 地方特例交付金 115,000

1 地方特例交付金 115,000

11 地方交付税 11,600,000

1 地方交付税 11,600,000

12 交通安全対策特別交付金 11,900

1 交通安全対策特別交付金 11,900

13 分担金及び負担金 299,798

1 分担金 9,101

2 負担金 290,697

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



（単位 千円）

款 項 金 額

14 使用料及び手数料 291,624

1 使用料 139,785

2 手数料 151,839

15 国庫支出金 5,828,883

1 国庫負担金 3,860,067

2 国庫補助金 1,945,371

3 国庫委託金 23,445

16 県支出金 2,771,975

1 県負担金 1,525,740

2 県補助金 964,336

3 県委託金 281,899

17 財産収入 51,385

1 財産運用収入 48,513

2 財産売払収入 2,872

18 寄附金 300,000

1 寄附金 300,000

19 繰入金 3,706,236

1 特別会計繰入金 1,635

2 基金繰入金 3,704,601

20 繰越金 50,000

1 繰越金 50,000

21 諸収入 2,647,337

1 延滞金・加算金及び過料 8,000

2 預金利子 100

3 貸付金元利収入 1,566,149

4 受託事業収入 2,040

5 雑入 1,071,048

22 市債 6,889,300

1 市債 6,889,300

歳 入 合 計 50,250,000



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 議会費 261,823

1 議会費 261,823

2 総務費 5,316,588

1 総務管理費 4,288,933

2 徴税費 533,227

3 戸籍住民基本台帳費 231,498

4 選挙費 190,496

5 統計調査費 45,122

6 監査委員費 26,710

7 公平委員会費 602

3 民生費 17,455,440

1 社会福祉費 8,674,009

2 児童福祉費 7,842,997

3 生活保護費 937,934

4 災害救助費 500

4 衛生費 3,357,906

1 保健衛生費 2,484,759

2 清掃費 813,785

3 上水道費 59,362

5 労働費 61,834

1 労働費 61,834

6 農林水産業費 2,108,932

1 農業費 1,099,766

2 林業費 494,446

3 耕地費 514,535

4 水産業費 185

7 商工費 2,740,493

1 商工費 2,740,493



（単位 千円）

款 項 金 額

8 土木費 6,173,707

1 土木管理費 245,955

2 道路橋梁費 2,501,812

3 河川費 236,358

4 都市計画費 2,464,302

5 住宅費 725,280

9 消防費 1,695,744

1 消防費 1,695,744

10 教育費 5,092,920

1 教育総務費 1,908,834

2 小学校費 542,569

3 中学校費 418,958

4 幼稚園費 136,366

5 社会教育費 1,828,138

6 保健体育費 258,055

11 災害復旧費 3,007

1 土木施設災害復旧費 1,500

2 農林水産施設災害復旧費 1,507

12 公債費 5,931,606

1 公債費 5,931,606

13 予備費 50,000

1 予備費 50,000

歳 出 合 計 50,250,000



事　　　　　　項 期　　　　　間

議会会議録調製等業務 令和８年度まで 9,589

安曇野市議会だより印刷 令和８年度まで 5,400

市議会本会議インターネット中継システム使用 令和８年度から令和11年度まで 13,640

会議録検索システム運用等業務 令和８年度から令和11年度まで 7,076

安曇野市ホームページシステム利用料 令和８年度から令和12年度まで 42,650

総合計画等策定支援業務 令和８年度から令和10年度まで 16,000

第2次安曇野市水環境基本計画・行動計画策定支援業務 令和８年度まで 12,760

住民基本台帳ネットワークシステム機器賃貸借 令和８年度から令和12年度まで 45,120

住民基本台帳ネットワークシステム機器保守業務委託 令和８年度から令和12年度まで 18,588

財務会計・文書管理システム更新事前準備作業 令和８年度まで 65,010

基幹系システムソフトウエア使用契約 令和８年度から令和12年度まで 282,181

基幹系システムソフトウエア保守業務委託 令和８年度から令和12年度まで 99,687

基幹系システム機器保守業務委託 令和８年度から令和12年度まで 36,144

LGWAN機器賃貸借 令和８年度から令和12年度まで 24,930

基幹系システム機器賃貸借 令和８年度から令和12年度まで 343,326

確定申告・個人住民税申告受付及び入力処理業務委託 令和８年度まで 7,567

納税コールセンター業務委託 令和８年度から令和12年度まで 39,270

戸籍システム機器賃貸借 令和８年度から令和12年度まで 9,990

障がい者活動支援センター・高齢者集会施設大規模改修工
事

令和８年度まで 195,513

市立認定こども園保育業務支援システム運用保守業務委託 令和８年度まで 5,346

地域資源活用ビジネス創生事業 令和８年度まで 3,740

リモートワーク支援事業 令和８年度まで 9,972

緑の基本計画改定業務委託 令和８年度まで 3,157

東部アウトドア拠点機運醸成イベント等実施支援事業 令和８年度まで 4,400

前川カヌーコース整備工事 令和８年度まで 60,000

消防車両更新事業 令和８年度まで 33,140

オンライン国際交流業務 令和８年度から令和９年度まで 4,436

中学校電子黒板等賃貸借 令和８年度から令和12年度まで 115,873

市立穂高幼稚園保育業務支援システム運用保守業務委託 令和８年度まで 297

第２表　債務負担行為

　(単位：千円）

限　度　額



（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

借換債（臨時財政対策債） 800,000 証書借入

　3.5％以内（ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる政
府資金及び地方公
共団体金融機構資
金について利率を
見直した後におい
ては、当該見直し
後の利率）

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
は債権者と協定するも
のによる。
　ただし、財政その他
の都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えする
ことができる。

借換債（総務債） 247,000 同上 同上 同上

過疎対策事業債（総務債） 2,000 同上 同上 同上

脱炭素化推進事業債（総務債） 2,900 同上 同上 同上

旧合併特例事業債（民生債） 716,400 同上 同上 同上

施設整備事業債（民生債） 430,000 同上 同上 同上

こども・子育て支援事業債（民
生債）

460,000 同上 同上 同上

公共施設等適正管理推進事業債
（民生債）

269,900 同上 同上 同上

旧合併特例事業債（衛生債） 321,800 同上 同上 同上

公共事業等債（農林債） 23,600 同上 同上 同上

旧合併特例事業債（農林債） 338,100 同上 同上 同上

過疎対策事業債（農林債） 84,600 同上 同上 同上

旧合併特例事業債（商工債） 108,200 同上 同上 同上

旧合併特例事業債（土木債） 873,100 同上 同上 同上

緊急自然災害防止対策事業債
（土木債）

215,600 同上 同上 同上

過疎対策事業債（土木債） 159,800 同上 同上 同上

公営住宅建設事業債（土木債） 363,200 同上 同上 同上

防災・減災・国土強靭化緊急対
策事業債（土木債）

200,200 同上 同上 同上

防災対策事業債（消防債） 3,600 同上 同上 同上

第３表　地方債



（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

旧合併特例事業債（消防債） 36,000 証書借入

　3.5％以内（ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる政
府資金及び地方公
共団体金融機構資
金について利率を
見直した後におい
ては、当該見直し
後の利率）

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
は債権者と協定するも
のによる。
　ただし、財政その他
の都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えする
ことができる。

緊急防災・減災事業債（消防
債）

184,700 同上 同上 同上

旧合併特例事業債（教育債） 614,000 同上 同上 同上

過疎対策事業債（教育債） 4,400 同上 同上 同上

脱炭素化推進事業債（教育債） 54,900 同上 同上 同上

こども・子育て支援事業債（教
育債）

27,900 同上 同上 同上

借換債（教育債） 347,400 同上 同上 同上



議案第26号
 

　令和７年度安曇野市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところ
による。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ9,391,481千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

（一時借入金）
第２条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの
　最高額は、400,000千円と定める。

（歳出予算の流用）
第３条　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の
　経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における
　　同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市国民健康保険特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 国民健康保険税 1,630,004

1 国民健康保険税 1,630,004

2 使用料及び手数料 200

1 手数料 200

3 国庫支出金 1

1 国庫補助金 1

4 県支出金 6,920,407

1 県補助金 6,920,406

2 財政安定化基金交付金 1

5 財産収入 749

1 財産運用収入 749

6 繰入金 823,766

1 他会計繰入金 553,766

2 基金繰入金 270,000

7 繰越金 4,000

1 繰越金 4,000

8 諸収入 12,354

1 延滞金及び過料 6,002

3 貸付金元利収入 2,000

5 特定健診等個人負担金 1,650

6 雑入 2,702

歳 入 合 計 9,391,481

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 47,907

1 総務管理費 36,155

2 賦課徴収費 11,228

3 運営協議会費 364

4 趣旨普及費 160

2 保険給付費 6,861,761

1 療養諸費 5,875,000

2 高額療養費 938,200

3 移送費 250

4 出産育児諸費 22,510

5 葬祭諸費 4,800

6 精神諸費 21,000

7 傷病手当諸費 1

3 国民健康保険事業費納付金 2,293,429

1 医療給付費分 1,482,293

2 後期高齢者支援金等分 601,409

3 介護納付金分 209,727

4 保健事業費 175,719

1 保健事業費 18,078

2 特定健康診査等事業費 157,641

5 積立金 2,750

1 積立金 2,750

6 公債費 1

1 公債費 1

7 諸支出金 6,149

1 償還金利子及び還付加算金 6,149

8 予備費 3,765

1 予備費 3,765

歳 出 合 計 9,391,481



議案第27号

　令和７年度安曇野市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところ
による。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,704,684千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市後期高齢者医療特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 後期高齢者医療保険料 1,323,950

1 後期高齢者医療保険料 1,323,950

2 使用料及び手数料 10

1 手数料 10

3 繰入金 379,593

1 一般会計繰入金 379,593

4 繰越金 100

1 繰越金 100

5 諸収入 1,031

1 延滞金、加算金及び過料 11

2 償還金及び還付加算金 1,020

歳 入 合 計 1,704,684

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 7,950

1 総務管理費 19

2 徴収費 7,931

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,694,692

1 後期高齢者医療広域連合納付金 1,694,692

3 諸支出金 1,020

1 償還金及び還付加算金 1,020

4 予備費 1,022

1 予備費 1,022

歳 出 合 計 1,704,684



議案第28号
 

　令和７年度安曇野市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ10,230,754千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入　
　歳出予算」による。

（一時借入金）
第２条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの
　最高額は、500,000千円と定める。

（歳出予算の流用）
第３条　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の
　経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における
　　同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市介護保険特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 保険料 2,148,521

1 介護保険料 2,148,521

2 使用料及び手数料 1

1 手数料 1

3 国庫支出金 2,345,658

1 国庫負担金 1,730,359

2 国庫補助金 615,299

4 支払基金交付金 2,685,257

1 支払基金交付金 2,685,257

5 県支出金 1,448,803

1 県負担金 1,370,611

2 県補助金 78,192

6 サービス収入 73

1 介護予防給付費収入 73

7 財産収入 2,114

1 財産運用収入 2,114

8 繰入金 1,600,320

1 一般会計繰入金 1,476,469

2 基金繰入金 123,851

9 繰越金 2

1 繰越金 2

10 諸収入 5

1 預金利子 1

2 雑入 3

3 延滞金・加算金及び過料 1

歳 入 合 計 10,230,754

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 128,829

1 総務管理費 17,517

2 徴収費 7,465

3 介護認定審査会費 103,847

2 保険給付費 9,541,443

1 介護サービス等諸費 9,126,651

2 その他諸費 9,124

3 高額介護サービス等費 194,730

4 特定入所者介護サービス等費 181,671

5 高額医療合算介護サービス等費 29,267

3 地域支援事業 547,894

1 介護予防事業 25,006

2 包括的支援事業・任意事業費 143,925

3 介護予防・日常生活支援総合事業 375,837

4 その他諸費 3,126

4 介護サービス事業費 73

1 介護予防支援事業 73

5 保健福祉事業費 8,821

1 保健福祉事業費 8,821

6 基金積立金 2,116

1 基金積立金 2,116

7 公債費 100

1 公債費 100

8 諸支出金 1,428

1 償還金及び還付加算金 1,428

9 予備費 50

1 予備費 50

歳 出 合 計 10,230,754



議案第29号
 

　令和７年度安曇野市の上川手山林財産区特別会計の予算は、次に定める
ところによる。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,831千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市上川手山林財産区特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 財産収入 1,330

1 財産運用収入 1,329

2 財産売払収入 1

2 繰越金 500

1 繰越金 500

3 諸収入 1

1 雑入 1

歳 入 合 計 1,831

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 1,531

1 総務管理費 1,531

2 事業費 200

1 林業費 200

3 予備費 100

1 予備費 100

歳 出 合 計 1,831



議案第30号
 

　令和７年度安曇野市の北の沢山林財産区特別会計の予算は、次に定める
ところによる。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ791千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市北の沢山林財産区特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 財産収入 61

1 財産運用収入 61

2 繰越金 530

1 繰越金 530

3 繰入金 200

1 基金繰入金 200

歳 入 合 計 791

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 691

1 総務管理費 691

2 予備費 100

1 予備費 100

歳 出 合 計 791



議案第31号
 

　令和７年度安曇野市の有明山林財産区特別会計の予算は、次に定めるとこ
ろによる。

（歳入歳出予算)
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ774千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市有明山林財産区特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 分担金及び負担金 236

1 分担金 236

2 財産収入 65

1 財産運用収入 64

2 財産売払収入 1

3 繰越金 473

1 繰越金 473

歳 入 合 計 774

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 674

1 総務管理費 674

2 予備費 100

1 予備費 100

歳 出 合 計 774



議案第32号
 

　令和７年度安曇野市の富士尾沢山林財産区特別会計の予算は、次に定める
ところによる。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ701千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市富士尾沢山林財産区特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 分担金及び負担金 315

1 分担金 315

2 財産収入 7

1 財産運用収入 7

3 繰越金 379

1 繰越金 379

歳 入 合 計 701

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 551

1 総務管理費 551

2 予備費 150

1 予備費 150

歳 出 合 計 701



議案第33号
 

　令和７年度安曇野市の穂高山林財産区特別会計の予算は、次に定めるとこ
ろによる。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ731千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市穂高山林財産区特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

1 分担金及び負担金 290

1 分担金 290

2 財産収入 6

1 財産運用収入 6

3 繰越金 435

1 繰越金 435

歳 入 合 計 731

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 総務費 631

1 総務管理費 631

2 予備費 100

1 予備費 100

歳 出 合 計 731



議案第34号
 

　令和７年度安曇野市の産業団地造成事業特別会計の予算は、次に定める
ところによる。

（歳入歳出予算）
第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2,243千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市産業団地造成事業特別会計予算



（単位 千円）

款 項 金 額

2 繰入金 2,242

1 他会計繰入金 2,242

3 繰越金 1

1 繰越金 1

歳 入 合 計 2,243

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 産業団地事業費 2,243

1 産業団地事業費 2,243

歳 出 合 計 2,243



議案第35号

（歳入歳出予算）

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入
　歳出予算」による。

令和７年２月18日　　提出

安曇野市長　　太田　寛

　

令和７年度　安曇野市有明荘特別会計予算

　令和７年度安曇野市の有明荘特別会計の予算は、次に定めるところによる。

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ29,971千円と定める。



（単位 千円）

款 項 金 額

1 繰入金 26,350

1 他会計繰入金 26,350

2 諸収入 3,620

1 雑入 3,620

3 繰越金 1

1 繰越金 1

歳 入 合 計 29,971

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

歳 入



歳　出 （単位 千円）

款 項 金 額

1 施設事業費 29,971

1 施設事業費 29,971

歳 出 合 計 29,971



　（総則）

（１）　給水戸数 戸
（２）　年間総給水量 ㎥
（３）　一日平均給水量 ㎥
（４）　主な建設改良事業
　　　　　 主要管路整備工事 千円
 　　　　　既設管路（老朽管）更新工事 千円

　（収益的収入及び支出）

　第１款　水道事業収益 千円
　　第１項　営　業　収　益 千円
　　第２項　営 業 外 収 益 千円

　第１款　水道事業費用 千円
　　第１項　営　業　費　用 千円
　　第２項　営 業 外 費 用 千円
　　第３項　予　　備　　費 千円

　（資本的収入及び支出）

　第１款　資 本 的 収 入 千円
　　第１項　企　　業　　債 千円
　　第２項　負　　担　　金 千円

　第１款　資 本 的 支 出 千円
　　第１項　建 設 改 良 費 千円
　　第２項　企 業 債 償 還 金 千円

25,674

254,543

令和７年度　安曇野市水道事業会計予算

第１条　令和７年度安曇野市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

39,830
9,371,000

2,263,773
1,943,734
320,039

支　　　　　　出
2,073,159

307,908

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
収　　　　　　入

収　　　　　　入
276,030

2,001,959
61,200
10,000

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的
支出額に対し不足する額1,722,624千円は過年度分損益勘定留保資金236,398千円、

150,000
126,030

支　　　　　　出
1,998,654
1,443,979

当年度分損益勘定留保資金684,757千円、建設改良積立金700,000千円及び当年度分
　消費税及び地方消費税資本的収支調整額101,469千円で補填するものとする。)。

554,675

　（継続費）
第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

款 項 事業名 総額（千円） 年　度 　年割額（千円）

非常用発電機設置
事業

276,650
令和７年度 108,680

令和８年度 167,970

1 資本的支出 1 建設改良費

主要管路整備事業 715,220

令和７年度 320,760

令和８年度 320,760

令和９年度 73,700

議案第36号



　（債務負担行為）

（１）　職員給与費 千円

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定
　める。

事　項 期　　間 限度額

明科第２水源移転調査設計業務 令和８年度まで 102,300千円

　（企業債）
第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定
　める。

（単位：千円）
起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

　　令和７年２月18日　提出　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安曇野市長　太田　寛

　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ
　ばならない。

150,890

　（たな卸資産の購入限度額）
第10条　たな卸資産の購入限度額は、25,919千円と定める。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定
　める。
（１）　営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予定額に不足を生じた場合
　　における営業費用からの流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

水道事業債 150,000 証書借入

3.5％以内（た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて利率を見
直した後におい
ては、当該見直
し後の利率）

　政府資金については、その
融資条件により、銀行その他
の場合は債権者と協定するも
のによる。
　ただし、財政その他の都合
により据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えすることが
できる。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）



（１）　排水戸数 戸
（２）　年間総汚水量 ㎥
（３）　一日平均汚水量 ㎥
（４）　主な建設改良事業

　下水道施設統廃合事業 千円

　第１款　下水道事業収益
　　第１項　営　業　収　益　　
　　第２項　営 業 外 収 益

　第１款　下水道事業費用
　　第１項　営　業　費　用
　　第２項　営 業 外 費 用
　　第３項　予　　備　　費

　第１款　資 本 的 収 入
　　第１項　企　　業　　債
　　第２項　負　　担　　金
　　第３項　補　　助　　金
　　第４項　出　　資　　金

　第１款　資 本 的 支 出
　　第１項　建 設 改 良 費
　　第２項　企 業 債 償 還 金

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

議案第37号

令和７年度　安曇野市下水道事業会計予算

　（総則）
第１条　令和７年度安曇野市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

1,835,002  千円

32,190
8,652,000

23,704

700,480

　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入
3,780,829  千円
1,945,827  千円

支　　　　　　出
3,761,931  千円
3,381,198  千円

収　　　　　　入

378,733  千円
2,000  千円

　（資本的収入及び支出）
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額1,070,543千円は過年度分損益勘定留保資金835,663千円、
当年度分損益勘定留保資金67,066千円、減債積立金122,900千円、当年度分消費税

  及び地方消費税資本的収支調整額44,914千円で補填するものとする。）。

2,306,130  千円
1,512,400  千円
298,730  千円
330,000  千円
165,000  千円

支　　　　　　出
3,376,673  千円
858,576  千円

2,518,097  千円



　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定
　める。
（１）　営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予定額に不足を生じた場合
　　　における営業費用からの流用

（１）　職員給与費

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定
　（企業債）

　める。
（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

75,593  千円

下水道事業債

資本費平準化債

351,700

1,160,700

証書借入

3.5％以内（た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて利率を見
直した後におい
ては、当該見直
し後の利率）

　政府資金については、その
融資条件により、銀行その他
の場合は債権者と協定するも
のによる。
　ただし、財政その他の都合
により据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えすることが
できる。

　（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用
　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ
　ばならない。

　（たな卸資産の購入限度額）
第９条　たな卸資産の購入限度額は、461千円と定める。

　　令和７年２月18日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安曇野市長　　太田　寛


